
（促進借入１号）

農地中間管理事業賃貸申込書（農地所有者用）

（市町村経由）

（ 福 島 県 農 地 中 間 管 理 機 構 ）

公益財団法人福島県農業振興公社理事長　様

960-XXXX

福島県福島市吾妻町東1-1

市町村 農業委員会 シンコウ　イチロウ

振興太郎法定相続人　振興　一郎　外３名

024-XXX-XXXX

下記の農用地等について賃貸したいので、申し込みます。

✔　別紙の個人情報の利用目的に同意する場合はレ点を付けてください。 　　　　※農地所有者が海外居住の場合は、国内連絡先（住所、氏名、

１　賃貸を希望する農用地等 　　　　　電話番号）を必ず併記してください。

市町村 大字 字

1 杉妻 福島市 大字杉妻 字西田 3 1 田 田 3,497.00 3,497.00 水稲 10,000 R17.12.31 農事組合法人機構ファーム
代表理事　機構　四郎 －

2 杉妻 福島市 大字杉妻 字西田 3 2 田 田 3,432.00 3,432.00 水稲 10,000 〃 農事組合法人機構ファーム
代表理事　機構　四郎 －

3 杉妻 福島市 大字杉妻 字西田 5 田 田 3,178.00 3,178.00 水稲 10,000 〃 農事組合法人機構ファーム
代表理事　機構　四郎 －

4 杉妻 福島市 大字中町 字北畑 8 2 畑 畑 856.00 856.00 ミニトマト
（施設） 5,000 〃 農地　秋彦 有

5 〃

6 〃

7 〃

8 〃

9 〃

10 〃

4 筆 10,963.00

２　承諾等事項 ４　貸付希望の内容　　　　(1)　新規の貸付　　　　　　(2)　更新　　　　　　(3)　その他

✔　以下の(1)～(2)について承諾します。（※チェック欄□に、✔を記入する） ５　贈与税等納税猶予の対象有無

　(1)  15年以上の借受期間を設定した農用地等については、土地改良法（昭和24年 　(1)　猶予（　有　・　無　）　　(2)　有の場合の税種別（　贈与税　・　相続税　）

　 　法律第195号）第87条の３第１項の土地改良事業が行われることがあること。

　(2)　土地改良区への賦課金等に関しては、未納額がないこと。

３　機構集積協力金交付希望有無

　(1)　希望有　（　集積　・　集約　・　経営転換※　）　　(2)　希望無

※経営転換協力金は、被災12市町村内の避難解除等区域及び特定復興再生拠点区域のみ対象

フ 　リ　 ガ　 ナ

受付番号　：　

令和　　　年　　　月　　　日

〒

申込内容確認（押印） 住　所

氏　名

生年月日 昭和32年4月17日

電話番号

番号
地域計画
区域名

所在地
地番 枝番

公簿
地目

農地借受者氏名
土地附属物

の有無
現況
地目

公簿面積
（㎡）

契約面積
（㎡）

内容
（作物名）

希望
筆単価

（円/10a）

貸借期間の
希望終期

印

捨印
認印可

押印
認印可

３～５は該当箇所に○を付けてください

市町村・農業委員会は
農地の詳細等を確認して押印してください

契
約
者
が
同
意
し
て
記
入
し
て
く
だ
さ
い

別紙がある場合は
別紙にも捨印をお願いします

地域計画が策定されている場合には記載してください

ハウス・果樹などの土地附属物が有る場合は「有」と記載してください

保全管理のみを行う場合であっても、
地目に応じて作物名を記載してください



別　紙

　当公社は、個人情報の保護に関する法律（平成15年5月30日法律第57号）に基づき、あなたの個人情報について下記の業務及び利用目的の達成に必要な範囲で利用いたします。

  また、この範囲を超えた取扱はいたしません。

１　当公社の農地中間管理事業等の業務

　(1) 農用地等の貸借の契約

　(2) 地域農業の改善のため集落などを対象とした集団的な土地利用の調整

　(3) その他当公社が法令等により行うことができる業務及びこれらに付随する業務

２　当公社における利用目的

  (1) １の業務に係る土地の所在と権利関係を確認するため

  (2) １の業務に係る審査と判断に利用するため

　(3) １の業務に関する実績の管理、統計、分析など業務の参考となる資料の作成のため

　(4) 本人であることの確認のため

　(5) 登記手続きに必要な書類の収集、確認、作成のため

  (6) 主務省及び監督官庁への報告など適切な業務の遂行に必要な範囲での第三者への提供のため

　(7) 賃借料などの決済、精算のために必要な範囲での金融機関等への提供のため

　(8) 各種証明書、請求書、領収書、口座振替案内等のご案内や各種情報の提供のため

　(9) 契約や法律等に基づく権利の行使や義務の履行のため

  (10) その他、取引を適切かつ円滑に履行するため

  (11) 情報開示を希望した耕作者への情報の提供

3　当公社以外の利用目的

  (1) １の業務に係る市町村における農用地利用集積等促進計画の作成のため

  (2) １の業務に係る公社からの業務委託先による書類の作成、賃借料精算等の業務のため

 （3）機構関連事業（土地改良法第87条の3第1項)の土地改良事業に係る県又は土地改良区における事業計画作成等の業務のため

利　用　目　的

記


